
一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

令和６年度実質赤字比率

令和６年度連結実質赤字比率

全会計の実質赤字額

国民健康保険事業特別会計

0

津久見市簡易水道事業会計 8,636

431,886
（単位：千円）

一般会計
津久見都市計画土地区画整理事業特別会計

奨学資金事業特別会計

標準財政規模

（単位：千円）

208
432,094

431,886

5,961,045

一般会計
津久見都市計画土地区画整理事業特別会計

奨学資金事業特別会計
一般会計等の実質収支合計

標準財政規模

7,727

5,961,045

12,291
498

保戸島航路事業特別会計

標準財政規模

赤字額なし

＝

625,276
-5,850

0

赤字額なし

213
全会計実質収支合計 1,080,885

介護保険事業特別会計
後期高齢者医療特別会計
津久見市水道事業会計
津久見市下水道事業会計

＝

208

連結実質赤字比率

実質赤字比率



津久見市水道事業会計
地方債償還に充てた繰出金

津久見市下水道事業会計
津久見市簡易水道事業会計

臼津広域連合への負担金

地方債償還金等に係る交付税算入額 1,031,693

1,408,717 償還金充当額計

＝

償還金等計
341,866

4,929,352

標準財政規模 5,961,045

185,219

149,613
24,614

0

(単位：千円）10,992
地方債償還金等に係る交付税算入額
地方債償還に充てる都市計画税
住宅使用料など地方債償還に充てる特定財源

1,031,693

令和４年度 9.75315%

35,158
0

1,066,851

6.93531%

11.22474%
12.49863%
11.26805%
8.91680%
8.52383%

平成２９年度
平成３０年度
令和元年度
令和２年度
令和３年度

公債費に準ずる債務負担行為額

一時借入金の利子
３か年平均

8.78100%
6.93531%

8.4%

1,223,498
1,223,185

0

一般会計等の地方債償還額等
一般会計等の地方債償還額

令和５年度
令和６年度

313

(単位：千円）

令和６年度実質公債費比率

地方債償還金等に係る交付税算入額

地方債償還に充てる都市計画税

住宅使用料など地方債償還
に充てる特定財源

地方債償還金等に係る交付税算入額

一般会計の地方債償還額等

特別会計への繰出金のうち
地方債償還額充当分

一部事務組合への負担金のうち
地方債償還額充当分

標準財政規模

実質公債費比率



一般会計等の地方債現在高等

標準財政規模

損失補償している第３セクター等の
負債のうち一般会計等負担見込額

土地開発公社の負債のうち
一般会計等負担見込み額

退職手当支給予定額

特別会計及び一部事務組合の
地方債現在高のうち一般会計等負担見込額

津久見市簡易水道事業会計

4,822,443
10,274,859

304,630

債務負担行為に基づく支出予定額 0
地方債償還に充てた繰出金 1,902,432

一般会計等の地方債現在高等 10,907,274

(単位：千円）
津久見市水道事業会計
津久見市下水道事業会計

充当可能財源等　計
退職手当負担見込額 1,776,104

＝ －

0

1,031,693地方債償還金等に係る交付税算入額

15,401,932

標準財政規模 5,961,045

▲ 816,122
4,929,352

将来負担額　計 14,585,810
市営住宅使用料

充当可能基金額

地方債現在高等に係る交付税算入見込額

地方債償還金に充当する特定財源見込額

地方債現在高等に係る交付税算入額

304,630

令和６年度将来負担比率

充当可能基金残高
地方債現在高等に係る交付税算入見込額

地方債償還金に充当する特定財源見込額

都市計画税

92,614

臼津広域連合への負担金 0
158,220

1,651,598

(単位：千円）

将来負担比率



各公営企業ごとの資金不足額

事業規模（営業収益等）

令和６年度　津久見市簡易水道事業会計

資金不足額 0

（単位：千円）

事業規模（営業収益等）

事業規模（営業収益等）

令和６年度　津久見市水道事業会計

（単位：千円）

資金不足額 5,8500資金不足額

＝

＝

（単位：千円）

（単位：千円）

令和６年度　保戸島航路事業特別会計

4.2%＝

138,036事業規模（営業収益等）

資金不足額
なし

令和６年度　津久見市下水道事業会計

資金不足額
なし

資金不足額 0
資金不足額

なし＝

事業規模（営業収益等）

資金不足比率


